
■筑波大学と鹿屋体育大学の連携と日本スポーツ振興センターのリソースの活用 

 筑波大学と鹿屋体育大学とが連携し、かつ日本スポーツ振興センターの人的・物的リソースを活用し、スポーツを通じた国際貢献や大学における実践的身体教育(大学体
育)の充実と実践的研究の推進を図れる人材育成の教育基盤を、国内の大学を先導する大学院の共同専攻を設置 

筑波大学と鹿屋体育大学の連携による体育・スポーツにおける共同専攻の設置  
         －修士課程と博士課程の共同専攻を設置－ 

【共同専攻設置の理念】 
○筑波大学体育系と鹿屋体育大学が、互いに高い成果を収めている “体育・スポーツ学”の分野で両学長のリーダーシップの下に連携協力を図り、基礎的分野と応用・実践的
分野の橋渡しに着目した高度な教育研究を展開できる連携拠点を形成し、国内外の大学を先導する。 
○筑波大学と鹿屋体育大学との連携は、スポーツ立国戦略を推進することが使命。 

【社会的な背景・課題】 

－新成長戦略（特に、健康長寿社会の実現）、スポーツ立国戦略及びスポーツ基本法（平成23年制定）の理念を踏まえて－ 
□課題等：我が国の豊かな知識基盤社会の実現のためには、その担い手である大学生への大学体育や体育・スポーツ指導者等を養成する体育系大学における実技教育の充実・改革が必要

不可欠である。 

◆課題へ対応の方向性：大学体育の充実のためには、大学教員を輩出する博士課程における人材養成を博士論文作成に柱を置いた研究型ばかりだけでなく、充実した大学体育が行える教

育能力を養成する教育型も創設することが求められる。 

□課題等：我が国の国際社会における貢献を確かなものにするためには、スポーツを通じた国際貢献ができる人材の育成も重要な課題となってくる。 

◆課題へ対応の方向性：国際貢献ができる人材の養成については、両大学が修士課程で連携し、国内はもとより国外での研修やインターンシップ等も取り入れ、実務と研究能力を養成する教

育システム作りが必要である。 

【課題解決の方策】 

 特徴のある筑波大学と鹿屋体育大学が相補的に連携することにより、総合的かつ高度な教育研究を行うことができ、指導者養成、最先端の研究開発、アスリート育成、スポーツ振
興などが可能となる大学院の新たな共同教育システムが開発し、社会の要請に応える。 

（１）理論と実践の往還が可能な研究者を有し、また創造的・実践的な
指導者を輩出し、さらに、オリンピックでの金メダリスト及び競泳や自
転車競技等でオリンピアンも輩出 
 ①国民に健康で豊かなライフスタイルを身につけさせる生涯スポー
ツや教養体育の教育・研究拠点の形成 
 ②我が国の民族的遺産であり固有の文化である武道に関する教
育・研究拠点の形成 
 ③海洋スポーツの教育・研究拠点の形成 
 ④競泳や自転車等での国際競技力の向上を目指し、教育・研究施
設等の整備 

（２）その他、研究面等の実績 
 ①海洋スポーツで協力、「スポーツキャリア大学院プログラム」でも海
洋スポーツに特化 
 ②「診断力と処方に基づくコーチング力の養成 
  ・スポーツの実践的指導力を高める教育プログラム」(特別経費） 

  ・大学院産学連携教育プログラムの開発 

  ・実践的な研究基盤の整備を鑑み電子ジャーナル「スポーツパフォーマンス 

   研究」を創刊 

鹿屋体育大学 

       日本スポーツ振興センター 

（１）前身校を含めれば130年以上にわたって我が国の体育・スポーツ分
野をリード 
 ①体育・スポーツ分野の高度な研究成果を発信 

 ②高い学識を有し指導経験豊富な多様な指導者・研究者を有し、 

 また多くの研究者を輩出 
 ③最先端施設・装置の共用により高度な研究 

 ④ＩＯＣからオリンピック教育研究センターの指定 

 ⑤多数のオリンピック選手、パラリンピック選手を育成・輩出 

（２）その他、研究面等の実績 

 ①「21世紀COE」を獲得して、高度な研究基盤を構築 
 ②「チーム『ニッポン』マルチサポート事業」、 

 ③「たくましい心を育むスポーツ科学イノベーション 
  ・認知脳科学の導入 

  ・スポーツ教育におけるリノベーション 

筑波大学 共同専攻の設置 

国際性・専門性・教授能力を兼ね備えた大学体育に関

する高度大学体育を指導すう人材 

UNESCOなどの国連機関、国際競技連盟、IOC、各国オリンピック委員
会、JAICA、各国政府職員、開発関連企業､国内外の大学･高校の教
員・スポーツ指導者 

ASEAN諸国高等教育機関体育教員，国内外の大学（教養課程）体育

担当教員，国立スポーツ科学センター，IOC他国際競技団体職員 

スポーツ教育、国際開発の現場における指導者、21C

地球課題を解決する人材 

スポーツ国際開発共同専攻 
（修士課程） 

高度大学体育指導者養成共同専攻 
（博士課程） 
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国立教員養成系単科大学のうち大規
規模な４大学（北海道教育大、東京学
芸大、愛知教育大、大阪教育大）を中
心に、日本の教員養成教育の諸課題
に対応する機構を共同設置するととも
に、全国の教員養成系大学・学部との
交流の拠点とする。
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【年度別の主要事業計画】
H24年度
•教員養成開発連携機構、教員養成
開発連携センター設置準備
H25年度
・教員養成開発連携センターを開設
し、各部門の立ち上げ及び事業開始
H26年度
・各部門の事業を継続的に展開及び
拡充する
H27年度
・「連携大学院」の開設に向けたＷＧ
設置
H28年度
・「連携大学院」の開設に向けた調査
H29年度
・各部門の取組を検証・評価し改善
する
・「連携大学院」の開設に向けた検討

教員養成系大学・学部の課題

大学改革の促進

教員養成開発連携機構

教員養成開発連携センター（仮）

機構会議（東京学芸大学長：機構長、他の3大学の学長：副機構長）

運営会議（各大学の理事・事務局長等から構成し、審議機関にする）

IR部門（仮）

・機構に教員養成開発連携センターを開設し、活動の拠点にする。
・東京学芸大学に置き、各大学にはブランチのセンターを置く。

企画・研修・交流支援部門
（仮）

・教員養成の国際化を目指した
SD,FD研修プログラム等の開発
・教員養成相互支援ネットワー
クの構築

先導的実践プログ
ラムの開発事業部門
（仮）

【連携事業の成果】
・成果をもとに協働の授業科目設置
・ケースカンファレンス等を通した実
践力向上プログラム・授業スタイル
の共同開発
・教育委員会と教員養成系大学・学
部の共同研究モデルの提示

・教育実習モデルと教育研修モデル
の共同開発
・教員養成系大学・学部の附属学校
間の有機的な連携による教育実践
プログラム開発

・共同実施事業
・成果を生かしたプ
ログラム開発事業

4大学（HATO）が、それぞれ教育研究活動を進めるとともに、大学
間の連携をもとに相補的に結びつくことで、教員養成系大学・学部
の共同利用の総合的教育・研究拠点を形成するものである。この
機構は、4大学を核にしたものであるが、全国に開かれた運営を行
うとともに、全国の教員養成系大学・学部との連携・協力を促進し、
教員養成の諸課題に積極的に対応する。

・IR（Institutional 
Research コンソー
シアムの設置）

国立大学法人の機能強化

大学の個性と特色の明確化
教員養成の質保証
政策動向への迅速な対応

大学における教員養成教育のカリ
キュラム開発
現代的教育課題への即応的な対処
教員養成の修士レベル化への対応
教育委員会を中心にした地域連携の
あり方
教職を軸にしたキャリア支援

全国の教員養成系大学・学部との連
携強化
ICTを活用した相互交流・支援の促進
教職員の人事交流の促進

教員養成機能の強化
教員養成の質保証の実質化
教員養成系大学・学部の連携強化
多様な人事交流による教職員組織
の柔軟化

目指す方向
（大学改革の促進）

ＨＡＴＯプロジェクト：大学間連携による教員養成の高度化支援システムの構築

「連携大学院」設置に向けた取組

-
1
2
-


	資料1（参考2）.pdfから挿入したしおり
	資料1⑫（参考2）各事業まとめ.pdfから挿入したしおり
	09_名古屋連携.pdfから挿入したしおり
	スライド番号 1

	11_阪大ポンチ絵20130227.pdfから挿入したしおり
	スライド番号 1




